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１．目的  

 海域構造物の照査手法の一つに性能設計という概念が注目されている．消波ブロック被覆ケーソン堤を例に

とるならば，要求性能は防波堤背後の静穏度確保であるから，供用期間中に要求性能を満足する範囲で断面変

形を許容できる．ここでの断面変形とはケーソンの滑動や消波ブロックの移動である．  

 さて，消波ブロックの断面変化は越波伝達波に直接影響を与える要因であり，断面変化形状の評価は性能設

計に必要不可欠である．ゆえに評価はブロックの移動個数で表現する被災度１）より，断面変化の形状や変形

面積として評価する変形モード形式が望まれる．そして，設計条件の不確定性を考慮するため断面変形を確率

的に評価することが合理的ある．そこで本研究では消波ブロック被覆堤を対象に，その断面変化形状の確率的

評価を可能にする数値解析を提案する． 

２．数値解析手法  

 数値解析は確率理論で拡張した個別要素法(SDEM)２）を用いた．個別要素法は離散要素間の力の釣合をバネ

とダンッシュポッドでモデル化する手法である．要素iの運動方程式は式(1)および(2)によって表される． 
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ここで，miは要素の質量（水中要素の場合には付加質量を含む），Xiは変位ベクトル，¨は 2階の時間微分， Ii

は慣性モーメント，φ は回転変位である．式(1)左辺第 2 項はダッシュポッドよる減衰項を表す．左辺第 3 項

はバネによる作用力，いわゆる要素iに接触する要素との有効応力ある．式(1)の右辺は要素iに作用する流体力

ベクトル，第 2 項は重力と浮力といった定常外力である．式(2)の右辺第 2,3 項は流体力および有効応力によ

るモーメントである． 

個別要素法の拡張は，確率理論における１次近似２次モーメント法を用いた．ここでは，要素に作用する外

力を抗力のみとし，抗力係数を確率変数として定式化した．抗力係数Cdが式(3)のように期待値 0 の微小確率

変数ε で表されるならば，変位ベクトルXiは式(4)のようにテーラー展開できる．ただし，Cdmは平均値である． 

そして，式(4)の 1 次のオーダーまで考慮すると変位ベクトルの期待値および分散は式(5)と(6)となる．式(5)

はCdmを用いて算出でき，式(6)はCdに対する微係数を算定できれば求められる． 
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そこで，式(4)を運動方程式(1)と(2)に代入しε の 2乗以上の項を無視すると，ε の各オーダーに対する摂動
展開式が得られる．ちなみに，式(1)については式(7)のようになる．0 次オーダーについてはCdmを用いた個

別要素法で算定できる.１次オーダーは 0次オーダーの結果から決まる関数であるからこれも算定できる．  
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その結果，式(6)の微係数が得られ，変位ベクトルの期待値および分散が確定する．そして，変位ベクトルの

確率分布関数として正規分布を仮定し，要素の許容変位 δ を設定すれば要素 i毎に移動確率を確定できる． 

３．解析内容と結果  

 まず，手法(SDEM)の妥当性を検証するため，凹凸のある底面に消波ブロックを置き，振動流が作用するとき
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のブロック移動を対象に数値実験を行った．そして，

期待値および標準偏差を本手法とモンテカルロ法で比

較した．数値実験における外力は抗力のみとし， Cdを

正規確率変数とした．Cdmは 0.67 とし標準偏差を変化

させた．消波ブロックは円形要素で構成し，ひとつの

ブロックを構成する円形要素間は剛結条件である．図

－1はCdの変動係数が 0.12 の場合であり，期待値，標

準偏差ともに良好な一致を示す．本手法は近似解法であるが，モンテ

カルロ法と同等の結果を算定することがわかる． 次に，高天端の場合にはSカーブの断面変形が生じることが
知られているが，低天端の場合にはSカーブとはならず，明確な断面変化モードが明らかになってない．そこ

で，図－2 に示す低天端の消波ブロック被覆ケーソン堤を対象とし

た．水深は 20mで 80tテトラを設定し，勾配 1:4/3 の乱積とした．ブ

ロックの比重は 2.3,3.5,4.6t/m3とした．波浪条件は波高 12 と 15m

で，共に周期は 20sの規則波とした．消波ブロックに作用する波浪

場の算定は数値波動水路（CADMAS-SURF）を用いて行った.  

図－1 数値実験による手法の検証 

 図－3 は，許容変位 δ =2.5ｍ上回る移動確率を示した図である．

図は表層（図-2 赤色ブロック）と 2層目（図-2 青色ブロック）を対

象に，鉛直分布を示す．消波ブロックの比重や波の条件にかかわら

ず，2 層目の移動確率は表層に比べて小さい．静水面近傍の移動確

率が大きい．このことは全てのケースで共通している．消波ブロッ

クの比重が 2.3 で作用波高が異なるケースを比較すると波高が小さ

い方が移動確率も小さい．作用波高が同じで比重が異なるケースを

比較しても，高比重のブロックほど移動確率が小さい．これらの傾

向は容易に理解できるところであり，本解析が定性的に妥当なもの

であることを示唆している．ここで示した結果は，外力として慣性

力を無視していたり，確率変数の設定などに研究の余地が十分ある

ため定性的な範囲にとどまる．しかし，移動確率は断面変化の発生

率と一致するので，法先から法肩に向かって移動確率が増加する移

動確率の分布形状が断面変化モードに対応すると考えられる．本手

法は，任意の断面形状を対象に解析が可能であるため，断面変形モ

ードを算定する方法として有用であると考える． 

図－2 解析対象断面 

４．結論 

 確率理論で拡張した個別要素法を用いて，消波ブロックの断面変

形を解析する方法を示した．確率変数などの設定には研究の余地が

多いため，解析結果の妥当性は定性的な範囲にとどまった．しかしなが

ら，従来，実験でしか確認できなかった断面変形モードを算定する手法

として，その有用性を十分確認することができた． 

図

参考文献 

１）半沢 稔, 高橋 重雄, 下迫 健一郎：モンテカルロ法を用いた消

海岸工学論文集 Vol. 43 巻 年: 1996 年 pp796-800  

２）伊藤 一教,東江 隆夫,勝井 秀博: 被覆石の被災率に対する確率個

文集 Vol． 50 巻 2003 年 pp706-710 

土木学会第59回年次学術講演会（平成16年9月）

-412-

2-206
－3 移動確率の鉛直分布図 

波ブロックの期待被災度の計算 
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